
第64期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

・ 連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表

・ 計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

「連結計算書類の連結注記表」および「計算書類の個別注記表」につきましては、法令および当
社定款第15条の規定に基づき、当社ウェブサイト（アドレス http://www.yamaichi.co.jp）に
掲載することにより株主の皆様へご提供しております。



連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　11社
・連結子会社の名称

光伸光学工業株式会社
ヤマイチエレクトロニクスＵ．Ｓ．Ａ．,INC.
ヤマイチエレクトロニクスシンガポールPTE LTD
ヤマイチエレクトロニクスドイッチェランドGmbH
ヤマイチエレクトロニクスドイッチェランドマニュファクチャリングGmbH
プライコンマイクロエレクトロニクスINC.
亜洲山一電機工業株式会社
山一電機（香港）有限公司
山一電子（上海）有限公司
テストソリューションサービセスINC.
ピーエムアイホールディングINC.

②　連結の範囲の変更に関する事項
山一電子（深圳）有限公司は会社清算の手続きが結了したため、連結の範囲から除いております。

③　非連結子会社の状況
・非連結子会社の名称

ヤマイチエレクトロニクスイタリーs.r.l.
ヤマイチエレクトロニクスグレートブリテンLtd.
ヤマイチエレクトロニクスチュニジアS.A.R.L.

・連結の範囲から除いた理由
非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等はいずれも小規模であり、全体として連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであ
ります。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数　１社
・関連会社の名称

プローブリーダーCo.,Ltd.
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②　持分法を適用していない非連結子会社の状況
・非連結子会社の名称

ヤマイチエレクトロニクスイタリーs.r.l.
ヤマイチエレクトロニクスグレートブリテンLtd.
ヤマイチエレクトロニクスチュニジアS.A.R.L.

・持分法を適用しない理由
持分法を適用しない非連結子会社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等はいずれも小規模であり、全体として連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためで
あります。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち山一電子（上海）有限公司の決算日は12月31日でありますが、連結計算書類の作成

にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。
持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る計算書類

を使用しております。
⑷　会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．その他有価証券

・時価のあるもの
連結決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの
移動平均法による原価法

ロ．デリバティブ
時価法

ハ．たな卸資産
主に総平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

ただし、一部の連結子会社については、先入先出法による原価法を採用
②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）
主に定率法

一部の連結子会社は当該国の会計基準の規定に基づく定額法を採用しております。
また、当社及び国内連結子会社が1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につきましては、定額法を採用し
ております。
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ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法

なお、当社及び一部の連結子会社はソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利
用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

ハ．リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金
売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案して回収不
能見込額を計上し、在外連結子会社は主に個別債権のうち回収不能と見込まれる額を計上しており
ます。

ロ．賞与引当金
当社及び一部の連結子会社は従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当

連結会計年度負担額を計上しております。
ハ．役員退職慰労引当金

当社及び一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給
額を計上しております。

なお、当社及び一部の連結子会社は、役員退職慰労金制度を廃止しており、役員退職慰労引当金
は制度廃止前の在任期間において旧制度により算出した要支給額を計上しております。

④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は連結決算日の直物為替相場により円貨に
換算し、収益及び費用は期中平均為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為
替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。

⑤　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法

為替予約が付されている外貨建金銭債権債務について振当処理を採用しております。
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

外貨建金銭債権債務について為替予約取引を採用しております。
ハ．ヘッジ方針

為替予約取引について外貨建金銭債権債務に対する為替変動リスクを軽減する目的で採用してお
ります。
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ニ．ヘッジ有効性評価の方法
振当処理によっている為替予約について有効性の評価を省略しております。

⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る資産又は負債の計上基準

退職給付に係る資産又は負債は、主に、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末にお
ける見込額に基づき、退職給付債務から年金資産を控除した額を計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法
については、給付算定式基準によっております。

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処
理しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部に
おけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

ロ．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記
（従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い等の適用）

「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実務対応報告第
36号　2018年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）等を2018年４月１日以後適用し、従業
員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引については、「ストック・オプション等に関
する会計基準」（企業会計基準第８号　2005年12月27日）等に準拠した会計処理を行うことといたしまし
た。

ただし、実務対応報告第36号の適用については、実務対応報告第36号第10項(3)に定める経過的な取扱
いに従っており、実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権
を付与した取引については、従来採用していた会計処理を継続しております。

３．表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を当連結会
計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負
債の区分に表示しております。
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４．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産
建物及び構築物 1,363,708千円
土地 2,465,898千円

計 3,829,606千円
②　担保に係る債務

短期借入金 1,411,676千円
長期借入金（１年内返済予定を含む） 388,324千円

計 1,800,000千円
⑵　有形固定資産の減価償却累計額 32,338,030千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 23,329,775株 －株 －株 23,329,775株

⑵　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 710,224株 722,903株 61,300株 1,371,827株

（注）１．自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得722,800株及び単元未満株式の
買取り103株によるものであります。

２．自己株式の数の減少は、新株予約権の行使に伴う自己株式の処分によるものであります。
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⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 1 8 年 ６ 月 2 7 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 678,586千円 30.00円 2018年３月31日 2018年６月28日

2 0 1 8 年 1 1 月 ５ 日
取 締 役 会 普通株式 223,059千円 10.00円 2018年９月30日 2018年11月30日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2019年６月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 483,074千円 22.00円 2019年３月31日 2019年６月27日

⑷　新株予約権に関する事項
当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる株式

の種類と数
普通株式　155,300株

６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金
を調達しております。
　受取手形及び売掛金、及び電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減
を図っております。また、投資有価証券は株式であり、上場株式については毎月、時価の把握を行ってお
ります。
　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先
物為替予約取引であります。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
2019年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。

連結貸借対照表
計上額（＊３） 時価（＊３） 差 額

⑴　現金及び預金 8,318,859千円 8,318,859千円 －千円

⑵　受取手形及び売掛金 4,008,785

貸倒引当金（＊１） △14,016

3,994,769 3,994,769 －

⑶　電子記録債権 477,280

貸倒引当金（＊２） △47

477,232 477,232 －

⑷　投資有価証券

その他有価証券 217,472 217,472 －

⑸　支払手形及び買掛金 (1,284,159) (1,284,159) －

⑹　一年内償還予定社債 (22,500) (22,547) 47

⑺　短期借入金 (2,521,416) (2,521,416) －

⑻　一年内返済予定長期借入金 (368,364) (368,187) △176

⑼　リース債務（流動負債） (30,279) (30,278) △1

⑽　長期借入金 (549,930) (550,039) 109

⑾　リース債務（固定負債） (21,398) (21,398) －

（＊１）受取手形及び売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。
（＊２）電子記録債権に計上している貸倒引当金を控除しております。
（＊３）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
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(注)１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
　⑴　現金及び預金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。

⑵　受取手形及び売掛金、及び⑶　電子記録債権
　これらは短期間で決済されるため、信用リスク（貸倒引当金）を反映した時価は帳簿価額にほ
ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

⑷　投資有価証券
　これらの時価について、取引所の価格によっております。

⑸　支払手形及び買掛金、並びに⑺　短期借入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。

⑹　一年内償還予定社債、⑻　一年内返済予定長期借入金、⑼　リース債務（流動負債）、⑽　長
期借入金、及び⑾　リース債務（固定負債）
　これらの時価については、元利金の合計額を同様の資金調達を行った場合に適用される合理的
に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

(注)２．非連結子会社株式及び関連会社株式（連結貸借対照表計上額172,726千円）並びに非上場株式
（連結貸借対照表計上額87,772千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積
ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「⑷　投資有価証券」
には含めておりません。

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,004円26銭
⑵　１株当たり当期純利益 105円37銭
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
②　その他有価証券

・時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの
移動平均法による原価法

③　デリバティブ
時価法

④　たな卸資産
・製品・仕掛品・原材料

総平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以

降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法
なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。
③　リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑶　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物等為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。
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⑷　引当金の計上基準
①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

②　賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上してお

ります。
③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理してお
ります。

なお、当事業年度末においては、年金資産の額が退職給付債務に未認識過去勤務費用及び未認識
数理計算上の差異を加減した額を超えているため、投資その他の資産に前払年金費用921,790千円
を計上しております。

④　役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。
なお、2007年６月27日付で役員退職慰労金制度を廃止しており、役員退職慰労引当金は制度廃

止前の在任期間において旧制度により算出した要支給額を計上しております。
⑸　ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法
為替予約が付されている外貨建金銭債権債務について振当処理を採用しております。
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②　ヘッジ手段とヘッジ対象
外貨建金銭債権債務について為替予約取引を採用しております。

③　ヘッジ方針
為替予約取引について外貨建金銭債権債務に対する為替変動リスクを軽減する目的で採用してお

ります。
④　ヘッジ有効性評価の方法

振当処理によっている為替予約について有効性の評価を省略しております。
⑹　その他計算書類作成のための基本となる事項

・退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算
書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

・消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記
（従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い等の適用）

「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実務対応報告
第36号　2018年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）等を2018年４月１日以後適用し、
従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引については、「ストック・オプション
等に関する会計基準」（企業会計基準第８号　2005年12月27日）等に準拠した会計処理を行うこととい
たしました。

ただし、実務対応報告第36号の適用については、実務対応報告第36号第10項(3)に定める経過的な取
扱いに従っており、実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予
約権を付与した取引については、従来採用していた会計処理を継続しております。

３．表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等（以下
「税効果会計基準一部改正」という。）を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資
産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

また、税効果会計に関する注記において、税効果会計基準一部改正第４項に定める「税効果会計に係る
会計基準」注解(注８)(1)（評価性引当額の合計額を除く。）に記載された内容を追加しております。
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４．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産
建物 1,363,708千円
土地 2,465,898千円

計 3,829,606千円
②　担保に係る債務

短期借入金 1,411,676千円
長期借入金（１年内返済予定を含む） 388,324千円

計 1,800,000千円
⑵　有形固定資産の減価償却累計額 25,155,988千円

　⑶　関係会社に対する金銭債権、債務（区分表示したものを除く）
①　短期金銭債権 2,616,215千円
②　短期金銭債務 505,832千円

５．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高（区分表示したものを除く）

①　売上高 9,759,758千円
②　仕入高 6,692,068千円
③　販売費及び一般管理費 12,436千円
④　営業取引以外の取引高 854,290千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 710,224株 722,903株 61,300株 1,371,827株

（注）１．自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得722,800株及び単元未満株式の
買取り103株によるものであります。

２．自己株式の数の減少は、新株予約権の行使に伴う自己株式の処分によるものであります。
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７．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
たな卸資産 90,985千円
前払費用 52,453
賞与引当金 67,251
貸倒引当金 10,548
役員退職慰労引当金 153
減損損失 266,570
関係会社株式 1,659,010
ゴルフ会員権等 2,417
税務上の繰越欠損金 981,434
その他 93,636

繰延税金資産小計 3,224,460
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △860,491
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △2,080,758

評価性引当額小計 △2,941,249
繰延税金資産合計 283,210
繰延税金負債

前払年金費用 △282,067
その他有価証券評価差額金 △26,871
その他 △1,472

繰延税金負債合計 △310,411
繰延税金負債の純額 △27,201
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８．関連当事者との取引に関する注記
　子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関係内容
取引の
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）役員の
兼任等

事業上
の関係

子会社
ヤマイチエレク
ト ロ ニ ク ス
U.S.A.,INC.

（所有）
直接 100.0 あり 当社製品

の販売 売 上 4,203,037 売 掛 金 579,467

子会社
ヤマイチエレク
トロニクスシン
ガ ポ ー ル P T E  
LTD

（所有）
直接 100.0 なし 当社製品

の販売 売 上 1,235,742 売 掛 金 202,519

子会社
ヤマイチエレク
トロニクスドイ
ッ チ ェ ラ ン ド
GmbH

（所有）
直接 100.0 あり 当社製品

の販売 売 上 1,733,696 売 掛 金 373,987

子会社 山 一 電 機 （ 香
港）有限公司

（所有）
直接 100.0 あり

当社製品
の販売、
購入、資
金の貸付
及び増資
の引受

売 上
仕 入
資 金 の 貸 付
利 息 の 受 取
増 資 の 引 受

1,842,548
994,731
503,629
15,075

2,548,247

売 掛 金
買 掛 金
関係会社短期貸付金
関係会社長期貸付金
未 収 利 息

661,017
57,770

237,798
266,376

281

子会社
プライコンマイ
クロエレクトロ
ニクスINC.

（所有）
直接 100.0 あり

当社製品
の製造委
託及び購
入

仕 入
部品の有償支給

5,533,311
4,049,143

買 掛 金
未 収 入 金

388,769
569,704

(注)　取引条件及び取引条件の決定方針等
⑴　売上、仕入及び部品の有償支給については、市場実勢を参考に当社が希望価格を提示し、価格交渉の

上で決定しております。
⑵　資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
⑶　子会社の財務体質の改善を目的として、増資の引き受けを行い、払い込んだ現金と同額の貸付金を回

収しております。なお、当社が追加取得した子会社株式の取得原価57千円は、貸付金の金額から貸倒
引当金2,548,189千円を控除した価額に基づいて算定しております。

⑷　取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

９．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 770円42銭
⑵　１株当たり当期純利益 84円73銭
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